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消
滅
時
効
制
度
が
大
き
く
変
更

債
権
管
理・回
収
の

直
前
チ
ェッ
ク
ポ
イ
ン
ト

第１章
【
こ
の
章
の
エ
ッ
セ
ン
ス
】

・
改
正
民
法
⑴
で
は
、支
払
期
日
な
ど
確
定

期
限
の
あ
る
債
権
の
消
滅
時
効
期
間
は
、

基
本
的
に
当
該
期
限
か
ら
５
年
と
な
る
。

・施
行
日
以
後
に
お
い
て
も
、施
行
日
前
の

契
約
に
基
づ
く
債
権
に
は
現
行
民
法
が

適
用
さ
れ
る
た
め
、一
部
に
職
業
別
の
短

期
消
滅
時
効
の
適
用
を
受
け
る
債
権
が

残
る
こ
と
等
を
踏
ま
え
た
債
権
管
理
が

求
め
ら
れ
る
。

⑴
　
以
下
に
お
い
て
は
、
民
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律（
平
成
29
年
法
律
44
号
）に
よ
る
改
正
後
の
民
法
を

「
改
正
民
法
」、
当
該
法
律
に
よ
る
改
正
前
の
民
法
を

「
現
行
民
法
」、
当
該
法
律
の
施
行
日
を「
施
行
日
」、
当

該
法
律
の
附
則
を「
附
則
」と
い
う
。

債
権
管
理

―
消
滅
時
効
制
度
に
関
す
る
改
正

企
業
間
の
取
引
関
係
に
基
づ
く
債
権
の

管
理
に
お
い
て
は
、
支
払
期
日
と
支
払
状

況
を
的
確
に
把
握
し
た
う
え
で
、
期
日
後

も
未
払
い
の
債
権
に
つ
い
て
は
そ
の
消
滅

時
効
期
間
を
踏
ま
え
て
早
期
回
収
を
図
る

と
と
も
に
、
早
期
回
収
が
見
込
ま
れ
な
い

場
合
は
期
間
経
過
に
よ
る
消
滅
時
効
の
完

成
を
防
止
す
る
必
要
が
あ
る
。以
下
で
は
、

企
業
間
の
取
引
関
係
に
お
い
て
主
に
問
題

と
な
る
債
権
⑵
に
つ
い
て
、
改
正
民
法
を

踏
ま
え
た
消
滅
時
効
制
度
の
変
更
に
関
す

る
チ
ェ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト
を
解
説
す
る
。

⑵
　
企
業
間
の
取
引
関
係
に
お
い
て
主
に
問
題
と
な
る
債
権

で
は
な
い
が
、
不
法
行
為
責
任
に
よ
る
損
害
賠
償
請
求
権
、

生
命
身
体
損
害
に
係
る
債
権
、
製
造
物
責
任
法
に
よ
る
損

害
賠
償
請
求
権
の
消
滅
時
効
制
度
等
も
改
正
さ
れ
る
。ま

た
、
労
働
基
準
法
に
基
づ
く
賃
金
等
請
求
権
の
消
滅
時
効

は
現
時
点
で
は
改
正
さ
れ
て
い
な
い
が
、民
法
改
正
を
踏
ま

え
た
見
直
し
に
つ
い
て
、厚
生
労
働
省
の
労
働
政
策
審
議
会

（
労
働
条
件
分
科
会
）に
お
い
て
議
論
が
続
い
て
い
る
。

⑴
　
経
過
措
置

債
権
の
消
滅
時
効
の
起
算
点
・
期
間
、

ま
た
、
消
滅
時
効
の
更
新
・
完
成
猶
予（
現

行
民
法
に
お
け
る
中
断
・
停
止
に
相
当
す

る
）に
つ
い
て
は
、
経
過
措
置
が
定
め
ら

れ
、
施
行
日
の
前
後
に
お
け
る
現
行
民
法

と
改
正
民
法
の
適
用
関
係
が
整
理
さ
れ
て

い
る
。

ま
ず
、
消
滅
時
効
の
起
算
点
・
期
間
に

つ
い
て
は
、
基
本
的
に
、
債
権
の
発
生
時

期
に
よ
り
適
用
関
係
が
決
ま
る（
附
則
10

④
）。
こ
れ
は
、
債
権
の
発
生
時
点
に
お
け

る
法
律
が
適
用
さ
れ
る
と
の
当
事
者
の
通

常
の
期
待
を
踏
ま
え
た
も
の
と
さ
れ
る
⑶
。

注
意
が
必
要
な
の
は
、
施
行
日
以
後
に
生

じ
た
債
権
で
あ
っ
て
も
、
債
権
の
発
生
原

因
で
あ
る
法
律
行
為
が
施
行
日
前
に
行
わ

れ
た（
例
：
契
約
が
施
行
日
前
に
締
結
さ

れ
た
）の
で
あ
れ
ば
、
現
行
民
法
が
適
用

さ
れ
る
点
で
あ
る（
附
則
10
①
）。

結
果
、
施
行
日
以
後
に
お
い
て
は
、
①

施
行
日
前
の
契
約
に
基
づ
く
債
権
に
は
現

行
民
法
が
、
②
施
行
日
以
後
の
契
約
に
基

づ
く
債
権
に
は
改
正
民
法
が
、
そ
れ
ぞ
れ

適
用
さ
れ
る
こ
と
と
な
る（
図
表
１
）。

こ
れ
に
対
し
て
、
消
滅
時
効
の
更
新
・

完
成
猶
予
に
つ
い
て
は
、
更
新
・
完
成
猶

予
事
由
の
発
生
時
点
に
お
け
る
法
律
が
適

用
さ
れ
る
と
の
当
事
者
の
通
常
の
期
待
を

踏
ま
え
、
ま
た
、
法
律
関
係
の
複
雑
化
を

防
止
す
る
観
点
か
ら
⑷
、
施
行
日
前
に
事

由
が
生
じ
た
場
合
に
限
り
、
現
行
民
法
が

適
用
さ
れ
る（
附
則
10
②
）。
す
な
わ
ち
、

施
行
日
以
後
に
更
新
・
完
成
猶
予
事
由
が

生
じ
た
場
合
、
債
権
の
発
生
時
期
を
問
わ

ず
、改
正
民
法
が
適
用
さ
れ
る（
図
表
１
）。

前
記
の
と
お
り
、
消
滅
時
効
に
関
す
る

経
過
措
置
は
比
較
的
簡
明
で
あ
る
が
、
解

釈
を
要
す
る
場
合
が
あ
る
。

た
と
え
ば
、
継
続
的
取
引
関
係
に
お
い

て
、
基
本
契
約

が
施
行
日
前
に

締
結
さ
れ
、
基

本
契
約
に
基
づ

く
個
別
契
約
が

施
行
日
以
後
に

締
結
さ
れ
た
場

合
、
基
本
契
約

と
個
別
契
約
の

い
ず
れ
を
基
準

と
す
る
か（
い

ず
れ
が
、
附
則

に
い
う「
原
因

で
あ
る
法
律
行

為
」に
該
当
す

る
か
）問
題
と

な
る
。
取
引
関

（図表１）　施行日以後における適用関係
消滅時効の
起算点・期間

消滅時効の更新・完成猶予
（中断・停止）

①施行日前の契約
に基づく債権 現行民法

改正民法
②施行日以後の契
約に基づく債権 改正民法


